
○医療機関等物価高騰対策事業２,０１７,０００医療政策課、薬務課
医療機関、保険薬局等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○社会福祉施設等物価高騰対策事業１,１３５,９４０（108,600）
長寿社会政策課ほか

高齢者施設、障害福祉施設、児童福祉施設等に対する光熱費等のかかり増し経費
への助成

○酒造事業者物価高騰対策事業１７０,０００食産業振興課
酒造用県産原料米のかかり増し経費への助成

○農産物共同利用施設等原油価格高騰対策事業１３０,５００
みやぎ米推進課、園芸推進課

農産物共同利用施設等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○園芸農業原油価格高騰対策事業１８５,１００園芸推進課
園芸農家に対する光熱費等のかかり増し経費や出荷用資材購入費への助成

○畜産生産資材価格高騰対策事業１,４２３,０００（255,000）畜産課
畜産農家に対する配合飼料購入費への助成

○土地改良区原油価格高騰対策事業２５２,０００農村整備課

土地改良区に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○水産加工原料価格高騰対策事業８５６,１００水産業振興課

水産加工事業者に対する水産加工原材料費のかかり増し経費等への助成

単位：千円、（ ）：既決予算額

物価高への対応１

Ⅲ 主な事業

（１）生活者支援
○低所得世帯支援事業６２５,０００社会福祉課

低所得世帯に対する物価高騰対策を行う市町村への支援

○私立学校給食食材価格高騰対策事業１５４,０００（78,000）
私学・公益法人課

保護者負担の軽減に向けた私立学校の給食食材価格高騰分への助成

○県立学校給食食材価格高騰対策事業３４,２００（25,200）保健体育安全課
保護者負担の軽減に向けた県立学校の給食食材価格高騰分への助成

○子ども食堂運営支援事業１８,０００子ども・家庭支援課
子ども食堂運営団体等への助成

○ひとり親世帯支援事業９６,０００子ども・家庭支援課

低所得のひとり親世帯に対する物価高騰対策を行う市町村への支援

○高等学校等修学支援事業(物価高騰対策分)２２,７４０
私学・公益法人課、高校財務・就学支援室

低所得世帯を対象とした高校生等奨学給付金への上乗せ給付

○ＬＰガス料金負担軽減支援事業１,０２８,０００（515,500）消防課
ＬＰガス料金を値引きする販売事業者等への助成

（２）事業者支援
○私立学校原油価格高騰対策事業２４２,０００私学・公益法人課

私立幼稚園等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成
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○製造業者省エネルギー設備等導入支援事業９２０,０００新産業振興課ほか

製造業者の省エネルギー推進やエネルギーコスト削減に向けた取組への支援

○旅客運送事業者経営強化支援事業７０,０００地域交通政策課

旅客運送事業者の生産性向上や人材確保に向けた取組への助成

○物流事業者経営強化支援事業１００,０００商工金融課

物流事業者の生産性向上や人材確保に向けた取組への助成

○担い手確保・経営強化支援事業３００,０００農業振興課

経営転換・発展を図る担い手に対する農業用機械等導入への助成

○農地整備事業６,３８７,１４５農村整備課
農地の大区画化・汎用化等の基盤整備の実施

○漁港施設機能増進事業４１,２００ 水産業基盤整備課

浦の浜漁港等における安全対策向上施設の整備

○林業・木材産業国際競争力強化対策事業１２２,６８９
林業振興課、森林整備課

高性能林業機械等整備への助成、原木供給の低コスト化のための間伐の推進

成長投資による強い県内経済の実現２

Ⅲ 主な事業

○中小企業等再起支援事業１,３００,０００中小企業支援室

中小企業等に対する賃上げ加算を含む生産性向上等への助成

○高齢者施設省エネルギー設備導入支援事業２５６,０００長寿社会政策課

高齢者施設の省エネルギー設備導入への支援

○障害福祉施設省エネルギー設備等導入支援事業１５１,０００障害福祉課

障害福祉施設の省エネルギー設備導入等への支援

単位：千円、（ ）：既決予算額

○中小企業等特別高圧電気料金支援事業６６,１００（50,000）
中小企業支援室

特別高圧で受電する中小企業等に対する電気料金のかかり増し経費への助成

○交通事業者等支援事業２１５,０００地域交通政策課

バス、タクシー、自動車運転代行の各事業者に対する事業継続への支援

○貨物運送事業者支援事業１,３４５,０００商工金融課
貨物運送事業者に対する事業継続への支援

○倉庫事業者エネルギー価格高騰対策事業２８２,０００商工金融課
倉庫事業者に対する光熱費のかかり増し経費への助成

○補助金交付業務一括委託事業４１,５００行政経営企画課
労働者派遣契約による補助金交付業務の一括委託
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Ⅲ 主な事業

○国土強靱化対策事業２１,３８４,１５１
農村整備課、水産業基盤整備課、道路課、河川課ほか

第１次国土強靱化実施中期計画に基づく取組の推進

・県営農道整備事業 １７２,２１０ 農山漁村なりわい課
・用排水施設等整備事業 ５５７,８４０ 農村整備課ほか
・防災重点ため池緊急対策事業 ３３１,３７６ 農村整備課ほか
・農地整備事業 １,５２２,８５３ 農村整備課
・水利施設整備事業 ４２,０１０ 農村整備課
・特定漁港漁場整備事業 ８０３,４００ 水産業基盤整備課
・水産物供給基盤機能保全事業 １,２３３,４１０ 水産業基盤整備課
・水産生産基盤整備事業 ２５,０００ 水産業基盤整備課
・森林管理道整備事業 ４６,２２７ 林業振興課
・山地治山事業 ９２,４００ 森林整備課
・道路橋りょう事業 ５,０３６,７９１ 道路課
・ダム管理事業 １,４２５,４４９ 河川課
・河川改良事業 ３,２５５,５３５ 河川課
・ダム建設事業 ６１０,０００ 河川課
・海岸事業 ５１,０００ 河川課
・砂防事業 ３,１４６,７００ 防災砂防課
・港湾事業 １,２０６,６６０ 港湾課
・街路事業 ９１６,９８０ 都市計画課
・都市公園事業 ９０８,３１０ 都市環境課

国土強靱化の推進４

単位：千円、（ ）：既決予算額

○医療機関等職員処遇改善等支援事業１,０３１,０００医療政策課、薬務課
医療機関、保険薬局等に対する賃金引上げや物価高騰への支援

○高齢者施設職員処遇改善等支援事業３,５００,０００長寿社会政策課
介護事業所・施設に勤務する職員を対象とした賃金引上げ等への支援

○高齢者施設サービス継続支援事業３２９,０００長寿社会政策課
介護施設に対する食事サービス継続への支援

○障害福祉施設職員処遇改善支援事業８１７,０００障害福祉課
障害福祉施設に勤務する職員を対象とした賃金引上げへの支援

医療・介護・障害福祉分野における処遇改善３
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